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表紙*電子提供措置用*

証券コード：4548
(東証プライム)

第7 7 回　定時株主総会
招集ご通知

議決権の事前行使について

郵送またはインターネットによる議決権行使の期限は
次のとおりです。
行使期限
2023年６月19日（月曜日）午後５時まで

開催日時
2023年６月20日（火曜日）午前10時
（受付開始：午前９時15分）

開催場所
東京都千代田区大手町一丁目７番２号
大手町サンケイプラザ　４階ホール
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

議　　案
第1号議案　剰余金の処分の件
第2号議案　取締役５名選任の件
第3号議案　監査役３名選任の件
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本招集通知は、パソコン・
スマートフォンでも主要な
コンテンツをご覧いただ
けます。
https://p.sokai.jp/4548/

●株主の皆さまにおかれましては、本株主総会開催当日時点での新型コロナウイルス感染症の感染状況や
ご自身の体調等をご勘案のうえ、ご来場につきご判断くださいますようお願い申し上げます。
●ご出席の株主さまへのお土産配布はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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生化学工業の３つの強み

2
GAGに関する最先端の技術・創薬力
長年にわたる糖質科学領域の研究に基づい
た、GAGの化合物ライブラリーや関連酵
素群、また、それらを扱うための多岐にわ
たる技術を創薬に活かしています。
製造面においても、抽出・精製・培養等と
いった独自のGAG関連技術・ノウハウを
活用しています。
＊GAG：グリコサミノグリカン

複合糖質の構成成分のひとつ
（ヒアルロン酸やコンドロイチン硫酸等）

糖質科学で未来を創る
生化学工業は、糖質科学に研究開発の焦点を合わせ、
独創的な医薬品等の創製を通じて、世界の人々の健康
で心豊かな生活に貢献しています。

生化学工業の
３つの強み

1
専門分野は糖質科学

創業以来、糖質科学の重要性に着目し、医薬
品等への応用研究を進めてきました。数々の
研究実績を積み重ね、ニッチな領域での専門
性を有する糖質科学のパイオニアとして、
国内外の医療に貢献しています。

3
研究開発・製造に

特化したビジネスモデル
医薬品の販売部門を持たず、それぞれの
製品領域で強みを持つ会社と提携し、製
品を供給しています。これにより、経営
資源を研究開発や製造に集中的に投じる
ことができます。また、売上高の20％
～30％程度を研究開発費に充て、研究
開発要員が全従業員の約35％（当社単
体ベース）であることも、新製品開発を
重視する姿勢の表れです。
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ごあいさつ

代表取締役社長

経営綱領
＜モットー＞

独創  公正  夢と情熱
＜経営信条＞

学問尊重の理念のもとに、糖質科学を基盤として有用で安全な製品を創造し、
広く世界に供給して人類の福祉に貢献する。

＜行動指針＞
　●心と情報の通い合う、個性を活かす明るい社風を確立する。
　●産学協同を推進し、独創的で有用な製品を開発する。

　●製品の安全性と最高度の品質を確保する。
　●誠実な信頼関係をもとに、社会との連携を深める。

これらを通じて、豊かな自然と心豊かな生活を守る健全な社業の発展に努力する。

ごあいさつ
　株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　私たち生化学工業株式会社は、独創的な研究開発活動から生み出された真に有用で高品質な製品を
安定的に供給することを通じて、世界で存在価値のある企業として成長するとともに、地球と社会の
持続可能な発展に取り組み、世界の人々の健康で心豊かな生活に貢献してまいります。
　当社は、2023年3月期からの4ヵ年を｢成長を実現する期間｣と定め、新たな中期経営計画に取り組
んでいます。5つの重点施策である｢独自の創薬技術を活かした研究開発の加速｣､「腰椎椎間板ヘルニ
ア治療剤SI-6603の製品価値最大化｣､「関節機能改善剤の事業価値維持・向上｣､「グローバル生産体
制の構築｣､「遺伝子組換え技術によるLAL事業の拡大｣を推し進めることで、持続的に成長軌道を描く
ための実力を養い、最終年度には過去最高の業績達成を目指します。
　同時に、サステナビリティ推進をはじめとした社会的責任を果たすことの重要性を強く認識してお
り、優先的に取り組むべき課題として特定した6つのマテリアリティを通じて、社会の持続的発展と企
業価値向上を実現してまいります。また、高い倫理観のもと誠実な企業活動の徹底とコーポレート・
ガバナンスの向上に努めてまいります。
　株主の皆さまにおかれましては、引き続きご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

－ 2 －
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招集ご通知

株主の皆さまへ

証券コード：4548
2023年５月29日

(電子提供措置の開始日2023年5月22日)
東京都千代田区丸の内一丁目６番１号

代表取締役社長 水 谷 　 建

＜当社ウェブサイト＞
https://www.seikagaku.co.jp/ja/ir/stock/meeting.html

＜株主総会資料 掲載ウェブサイト＞
https://d.sokai.jp/4548/teiji/

第77回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第77回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイト及び下記「株主総会資
料 掲載ウェブサイト」に「第77回定時株主総会招集ご通知」として掲載しておりますので、以
下のいずれかのサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも
掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスし
て、銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／PR情報」
を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは同封の議決権行使書用紙の郵送に
よって議決権を行使することもできますので、この場合は、お手数ながら株主総会参考書類を
ご検討のうえ、2023年６月19日（月曜日）午後５時までに議決権を行使いただきますようお
願い申し上げます。

敬　具

－ 3 －
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招集ご通知

■1 開催日時 2023年６月20日（火曜日）午前10時（受付開始：午前 9 時15分）

■2 開催場所 東京都千代田区大手町一丁目７番２号
大手町サンケイプラザ　４階ホール（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

■3 株主総会の
目的事項

報告事項 １．第77期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

２．第77期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類
報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役５名選任の件
第３号議案　監査役３名選任の件

記

以　上
＜株主総会に関するご留意事項＞
● 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主さま１名に委任することができ

ます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。
● ご返送いただいた議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表

示があったものとしてお取り扱いいたします。
● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、3ページに記載の当社ウェブサイト、｢株主総会資料 掲載

ウェブサイト｣及び東証ウェブサイトにその旨、修正前の事項及び修正後の内容を掲載いたします。
● 当社は、法令及び定款第16条の規定に基づき、電子提供措置事項のうち次に掲げる事項につきまし

ては、書面交付請求いただいた株主さまに対して交付する書面には記載しておりません。従って、
書面交付請求をいただいた株主さまに対して交付する書面は、監査報告を作成するに際し、監査役
及び会計監査人が監査をした対象書類の一部です。
① 事業報告の｢会計監査人に関する事項｣｢業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況｣
② 連結計算書類の｢連結株主資本等変動計算書｣｢連結注記表｣
③ 計算書類の｢株主資本等変動計算書｣｢個別注記表｣

● 会社法改正により、電子提供措置事項について3ページに記載の各ウェブサイトにアクセスのうえ、
ご確認いただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主さまに限り、書面で
お送りすることとなりましたが、本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律
に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。

● 本株主総会当日までの新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況や政府等の発表内容等により本
株主総会における対応を更新する場合がございます。3ページに記載の当社ウェブサイトより、発信
情報をご確認くださいますよう、お願い申し上げます。

－ 4 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内

郵送で議決権を行使いただく場合
同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご記入いただき、
お早めにご投函ください。

行使期限
　

2023年６月19日（月曜日）午後５時到着分まで

インターネットで議決権を行使いただく場合
パソコン、スマートフォン等から議決権行使サイトに
アクセスしてください。詳細は、次ページをご参照ください。

行使期限
　

2023年６月19日（月曜日）午後５時入力分まで

株主総会にご出席いただく場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
また、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。

開催日時
　

2023年６月20日（火曜日）午前10時
受付開始　午前 9 時15分

開催場所
　

東京都千代田区大手町一丁目７番２号
大手町サンケイプラザ　４階ホール
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

機関投資家の皆さまへ

当社は、株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加しています。

　株主総会における議決権は、株主の皆さまの重要な権利です。是非とも議決権を行使いただきます
ようお願い申し上げます。

議決権の行使には以下の３つの方法がございます。

－ 5 －
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議決権行使についてのご案内

行使期限　2023年６月19日（月曜日）午後５時入力分まで
以下のいずれかの方法により、同封の議決権行使書副票（右側）に記載されたデータを使用して、各議案に対する
賛否をご入力ください。
① ログインID、仮パスワードを入力する方法
ア．パソコン、スマートフォン等を使用して議決権行使サイトhttps://evote.tr.mufg.jp/にアクセスし、同封の議

決権行使書副票（右側）に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」を入力のうえ、画面の案内に従っ
て、各議案に対する賛否を入力ください。

イ．株主さま以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利
用の株主さまには、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いいたしますのでご了承ください。

② スマートフォン等によりQRコードを読み取る方法　※｢QRコード｣は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

ア．同封の議決権行使書副票（右側）に記載された「ログイン用QRコード」をスマートフォン等で読み取ること
で、自動的に議決権行使サイトにログインいただけます。

イ．画面の案内に従って、各議案に対する賛否を入力ください。
ウ．スマートフォン等の機種によりQRコードでのログインができない場合があります。

QRコードでのログインができない場合には、上記①の「ログインID、仮パスワードを入力する方法」にて議決
権行使を行ってください。

（注）１．午前２時から午前５時までは、議決権行使サイトの保守・点検のためご利用いただくことができません。
２．郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の

内容を有効としてお取り扱いいたします。
３．インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効として

お取り扱いいたします。
４．インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使サイトが利用

できない場合があります。
５．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料、通信費等は株主さまのご負担

となります。

議決権行使サイトの
システム等に関する

お問い合わせ先
　

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）
フリーダイヤル0120-173-027月曜日～金曜日（休日除く）９：00～21：00、通話料無料

インターネットによる議決権行使方法について

－ 6 －
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剰余金処分議案

第１号議案 剰余金の処分の件

１．配当財産の種類 金銭

２．株主に対する配当財産の割当てに
関する事項及びその総額

▶ 当社普通株式１株当たり …………　13円
▶ 配当総額 ………………　709,033,832円

これにより、中間配当金１株当たり13円と合わせまして、
年間配当金は１株当たり26円となります。

３．剰余金の配当が効力を生じる日 2023年６月21日（水曜日）

議案及び参考事項

　当社は、持続的な利益成長と企業価値の向上が株主の皆さまとの共同の利益に資すると考えていま
す。株主の皆さまへの利益還元につきましては、重要な経営課題のひとつとして認識し、業績動向及
び財務状況等を勘案のうえ、継続した利益還元に努めてまいります。
　当期の期末配当金につきましては、2022年11月に公表いたしました配当予想どおり、以下のとお
り普通配当金１株当たり13円といたしたいと存じます。

＊剰余金の配当等に関する方針につきましては、本招集ご通知45ページをご参照ください。

－ 7 －
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取締役選任議案

第２号議案 取締役５名選任の件

候補者
番　号 氏　名 取締役

在任年数 当社における地位・担当 取締役会
出席状況

１ ミズ
水

 

 
 

 
タニ
谷

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
ケン
建 再 任

　
33年 代表取締役社長 100％

(14回／14回)

２ オカ
岡

 

 
 

 
ダ
田

 

 
 

 
トシ
敏

 

 
 

 
ユキ
行 再 任

　
6年 取締役

常務執行役員 事業推進本部長
100％

(14回／14回)

３ フナ
船

 

 
 

 
コシ
越

 

 
 

 
ヨウ
洋

 

 
 

 
スケ
祐 再 任

　
5年 取締役

上席執行役員 研究開発本部長
100％

(14回／14回)

4 ミナ

南
 

 
 

 
キ

木
 

 
 

 
 

み
 

 
 

 
 

お
再 任

社　　外

独立役員
　

4年 社外取締役 100％
(14回／14回)

5 スギ

杉
 

 
 

 
ウラ

浦
 

 
 

 
ヤス

康
 

 
 

 
ユキ

之
再 任

社　　外

独立役員
　

2年 社外取締役 100％
(14回／14回)

　取締役全員（６名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経
営体制の変更により１名減員し、取締役5名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりです。

＜ご参考＞ 候補者一覧

－ 8 －
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取締役選任議案

候補者番号

１
ミズ

水
 

 
 

 
タニ

谷
 

　
ケン

建 再 任
　

生年月日 1948年３月10日
取締役在任年数 33年
当期における取締役会出席状況 100％（14回／14回）
所有する当社の株式数 465,640株

    1970年    4 月 三菱化成工業株式会社（現 三菱ケミ
カル株式会社）入社

    1983年    9 月 同社電子材料部部長代理
    1988年    8 月 当社入社
    1990年    6 月 当社取締役 試薬・診断薬事業部長
    1993年    6 月 当社常務取締役 企画・生産担当
    1996年    6 月 当社常務取締役 医薬・機能化学品事

業担当
    1997年    7 月 当社常務取締役 医薬・機能化学品・

新規事業担当
    1997年    11月 当社常務取締役 医薬・機能化学品・

新規事業、ACC担当
    1998年    6 月 当社常務取締役 営業本部長

    2000年    6 月 当社常務取締役 中央研究所長
    2002年    6 月 当社代表取締役専務取締役 医薬・

機能化学品・口腔ケア事業、グライコ
フォーラム管掌 中央研究所長

    2003年    6 月 当社代表取締役専務取締役 医薬・機能
化学品・LAL戦略管掌 中央研究所長

    2004年    6 月 当社代表取締役専務取締役 研究・
開発・機能化学品営業管掌

    2005年    6 月 当社代表取締役社長
    2014年    6 月 当社代表取締役社長 兼 生産本部長
    2015年    1 月 当社代表取締役社長
    2018年    6 月 当社代表取締役社長 兼 生産本部長
    2019年    6 月 当社代表取締役社長（現在に至る）

＜取締役候補者とした理由＞
　水谷建氏は、経営企画・営業・研究開発を中心とした幅広い分野での経験から社業全般に精通するととも
に、経営に関する高い識見を有しており、代表取締役として重要事項の決定及び業務執行の監督において中
心的な役割を担い、取締役の職責を十分に果たしています。今後も、その能力、知識、経験を活かして、当
社の持続的成長及び中長期的な企業価値向上に貢献できるものと判断し、取締役候補者といたしました。

▌略歴、当社における地位、担当

▌重要な兼職の状況
公益財団法人水谷糖質科学振興財団 理事長

－ 9 －
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取締役選任議案

候補者番号

２
オカ

岡
 

 
 

 
ダ

田
 

　
トシ

敏
 

 
 

 
ユキ

行 再 任
　

生年月日 1960年８月27日
取締役在任年数 ６年
当期における取締役会出席状況 100％（14回／14回）
所有する当社の株式数 16,601株

    1989年    4 月 ダウ・コーニング ジャパン 入社
    1996年    9 月 ジョンソン・エンド・ジョンソン メ

ディカル株式会社（現 ジョンソン・
エンド・ジョンソン株式会社）入社

    2015年    2 月 同社バイスプレジデント チーフテク
ノロジーオフィサー（薬事本部、品質
保証本部、安全管理部、研究開発、
GCP監査室、メディカルアフェアー
ズ 、 臨 床 開 発 ＆ 市 販 後 調 査 部 、
Quality Regulatory Compliance、
Professional Education）

    2015年    9 月 当社入社 執行役員 品質保証・安全管
理・薬事監査副担当

    2015年    10月 当社執行役員 品質保証・安全管理・
薬事監査担当

    2016年    6 月 当社常務執行役員 品質保証・安全管
理・薬事監査担当

    2017年    1 月 当社常務執行役員 営業本部長
    2017年    6 月 当社取締役 常務執行役員 営業本部長
    2017年    8 月 当社取締役 常務執行役員 営業本部長 

兼 北米戦略室長
    2018年    1 月 当社取締役 常務執行役員 営業本部長 

兼 医薬営業部長 兼 北米戦略室長
    2018年    4 月 当社取締役 常務執行役員 営業本部長 

兼 営業企画部長 兼 医薬営業部長 兼 
海外営業部長 兼 北米戦略室長

    2018年    6 月 当社取締役 常務執行役員 事業推進本
部長（現在に至る）

＜取締役候補者とした理由＞
　岡田敏行氏は、外資系製薬企業での多岐にわたる業務経験から培った製薬事業全般に関するグローバルな
識見や豊富なノウハウを有しており、国内外の事業基盤の強化を牽引するとともに、取締役の職責を十分に
果たしています。今後も、その能力、知識、経験を活かして、当社の持続的成長及び中長期的な企業価値向
上に貢献できるものと判断し、取締役候補者といたしました。

▌略歴、当社における地位、担当

－ 10 －
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取締役選任議案

候補者番号

３
フナ

船
 

  
コシ

越
 

　
ヨウ

洋 
 

 
スケ

祐 再 任
　

生年月日 1965年11月28日
取締役在任年数 ５年
当期における取締役会出席状況 100％（14回／14回）
所有する当社の株式数 17,201株

    1990年    4 月 小野薬品工業株式会社 入社
    2008年    6 月 武田薬品工業株式会社 入社
    2009年    7 月 武田ファーマシューティカルズ・イン

ターナショナル Inc. ストラテジッ
ク・ディベロップメント シニアダイ
レクター

    2012年    8 月 武田グローバル研究開発センターInc.
（現 米州武田開発センター Inc.）ス
トラテジック・プロジェクト・マネジ
メント バイス・プレジデント

    2014年    8 月 当社入社 理事 研究開発本部長付
    2014年    10月 当社理事 研究開発本部 臨床開発部長
    2016年    6 月 当社上席執行役員 研究開発本部副本

部長 兼 臨床開発部長
    2017年    6 月 当社上席執行役員 研究開発本部長 兼 

臨床開発部長
    2018年    6 月 当社取締役 上席執行役員 研究開発本

部長 兼 臨床開発部長
    2021年    10月 当社取締役 上席執行役員 研究開発本

部長（現在に至る）

＜取締役候補者とした理由＞
　船越洋祐氏は、医薬品の研究開発業務に長年従事し積み上げた高度な識見及び海外勤務経験を活かしたグ
ローバルな視点を有しており、新薬の研究開発を牽引するとともに、取締役の職責を十分に果たしていま
す。今後も、その能力、知識、経験を活かして、当社の持続的成長及び中長期的な企業価値向上に貢献でき
るものと判断し、取締役候補者といたしました。

▌略歴、当社における地位、担当

－ 11 －
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取締役選任議案

候補者番号

4
ミナ

南
 

 
 

 
キ

木
 

　
 

み
 

 
 

 
 

お 社外取締役候補者
再 任 独立役員

　

生年月日 1973年４月６日
取締役在任年数 ４年
当期における取締役会出席状況 100％（14回／14回）
所有する当社の株式数 ―

    1999年    4 月 株式会社MIT 入社
    2003年    10月 東京地方検察庁 検事
    2004年    4 月 大阪地方検察庁 検事
    2005年    4 月 福岡地方検察庁 検事
    2014年    4 月 福岡法務局 訴訟検事
    2016年    4 月 東京地方検察庁 検事

    2017年    4 月 株式会社農林漁業成長産業化支援機構 
出向 法務部長

    2019年    4 月 弁護士登録
    2019年    4 月 南木・北沢法律事務所 入所

（現在に至る）
    2019年    6 月 当社社外取締役（現在に至る）

＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要＞
　南木みお氏は、司法分野において長年培った豊富な経験や企業法務に関する識見をもとに、積極的に助
言・提言を行い、社外取締役として重要な役割を担っていることから、社外取締役候補者といたしました。
同氏は社外役員となること以外の方法で直接企業経営に関与した経験はありませんが、同氏の知識や経験を
もとに社外取締役として、経営の監督等の職務を適切に遂行することができると判断しています。
　同氏の再任が承認された場合は、司法及び企業法務に関する識見を活かし、独立した客観的な立場から経
営を監督することを通じて、当社の持続的成長及び中長期的な企業価値向上への貢献を期待しています。ま
た、引き続き指名・報酬委員会の委員として、役員人事案や取締役報酬の決定等について、関与、監督する
予定です。

▌略歴、当社における地位、担当

▌重要な兼職の状況
南木・北沢法律事務所 パートナー
NITTOKU株式会社 社外監査役

＊当社と、南木みお氏の重要な兼職先との間で、過去３年間において取引はありません。

－ 12 －



株主総会参考書類

2023/05/13 19:03:31 / 23973161_生化学工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者番号

5
スギ

杉
 

 
 

 
ウラ

浦
 

　
ヤス

康
 

 
 

 
ユキ

之 社外取締役候補者
再 任 独立役員

　

生年月日 1953年９月25日
取締役在任年数 ２年
当期における取締役会出席状況 100％（14回／14回）
所有する当社の株式数 ―

    1978年    4 月 三菱商事株式会社 入社
    1998年    4 月 米国三菱商事会社 ワシントン事務所

長
    2003年    1 月 三菱商事株式会社 国際戦略研究所長
    2004年    4 月 同社業務部長
    2006年    4 月 米国三菱商事会社 CFO

兼 コーポレート部門担当SVP
    2008年    4 月 三菱商事株式会社 広報部長
    2009年    4 月 同社執行役員 経営企画本部 広報部長

    2012年    4 月 米国三菱商事会社 取締役社長
兼 シカゴ支店長

    2013年    4 月 三菱商事株式会社 常務執行役員
北米三菱商事会社 取締役社長

    2016年    4 月 三菱商事株式会社 顧問
（現在に至る）

    2017年    6 月 公益財団法人東洋文庫 専務理事
（現在に至る）

    2021年    6 月 当社社外取締役（現在に至る）

＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要＞
　杉浦康之氏は、総合商社において長年にわたり米国・カナダを中心とした企業経営に携わり、豊富な国際
経験と幅広い識見をもとに、積極的に助言・提言を行い、社外取締役として重要な役割を担っていることか
ら、社外取締役候補者といたしました。
　同氏の再任が承認された場合は、グローバルな企業経営に関する識見を活かし、独立した客観的な立場か
ら経営を監督することを通じて、当社の持続的成長及び中長期的な企業価値向上への貢献を期待していま
す。また、引き続き指名・報酬委員会の委員として、役員人事案や取締役報酬の決定等について、関与、監
督する予定です。

▌略歴、当社における地位、担当

▌重要な兼職の状況
三菱商事株式会社 顧問
公益財団法人東洋文庫 専務理事
センコーグループホールディングス株式会社 社外取締役

＊当社と、杉浦康之氏の重要な兼職先との間で、過去３年間において取引はありません。

－ 13 －
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取締役選任議案

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．当社は、水谷建氏が理事長を務める公益財団法人水谷糖質科学振興財団に寄付を行っています。当該

財団は糖質科学の発展を通して人類の福祉へ貢献することを目的としていることから、当該財団への
寄付は、糖質科学を中心に医薬品開発に取り組むという当社の事業目的と合致する適切な取引とし
て、当社取締役会において承認されています。また、当社は当該財団と業務委託契約を締結してお
り、当該財団の情報システム関連業務の一部を当社が受託し、合理的な対価の支払いを受けていま
す。当該契約についても、適切な取引として、当社の取締役会において承認されています。なお、同
氏は当該財団から一切の報酬等を受け取っておらず、また、同氏の親族に当該財団の役員、使用人は
おりません。

３．南木みお氏及び杉浦康之氏は、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件及び当社の社外役員
の独立性基準を満たしているため、当社は、株式会社東京証券取引所に対し、両氏を独立役員として
届け出ています。なお、社外役員の独立性基準（要旨）は、本招集ご通知21ページをご参照くださ
い。

４．当社は、社外取締役が期待される役割を十分に発揮できるよう、定款において、取締役（業務執行取
締役等である者を除く。）との間で、当社への損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結でき
る旨を定めています。これにより、当社は南木みお氏及び杉浦康之氏との間で、会社法第423条第１
項の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には賠償責任を限定する旨の契約を締結し
ています。当該契約に基づく責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める金額です。なお、南木
みお氏及び杉浦康之氏の再任が承認された場合は、当社は両氏との間でそれぞれ当該契約を継続する
予定です。

５．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が職務の執行につき行った行為（不作為を含む。）に起因して、保険期間中に被保険者に対
して損害賠償請求がなされた場合に、それによって被保険者が負担することになる損害賠償金及び争
訟費用等を当該保険契約により補填することとしています。すべての被保険者について、その保険料
の全額を当社が負担しており、各候補者の再任が承認された場合は、各候補者は、当該保険契約の被
保険者となります。また、当社は、任期途中に当該保険契約を同様の内容で更新する予定です。な
お、当該保険契約の概要は、本招集ご通知39ページをご参照ください。

－ 14 －



株主総会参考書類

2023/05/13 19:03:31 / 23973161_生化学工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役選任議案

第３号議案 監査役３名選任の件

候補者
番　号 氏　名 監査役

在任年数 当社における地位・担当 監査役会
出席状況

取締役会
出席状況

１ マツ

松 
 

 
オ

尾 
 

 
シン

信 
 

 
キチ

吉
再 任

社　　外

独立役員
　

４年 社外監査役 100％
(14回／14回)

100％
(14回／14回)

２ マル

丸 
 

 
ヤマ

山 
 

 
タカ

貴 
 

 
ユキ

之
再 任

社　　外

独立役員
　

３年 社外監査役 100％
(14回／14回)

100％
(14回／14回)

３ ミ

三
 

 
タニ

谷
 

 
ワ

和
 

 
カ

歌
 

 
コ

子
新 任

社　　外

独立役員
　

― ― ― ―

　監査役藤本美枝、松尾信吉及び丸山貴之の各氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了とな
りますので、監査役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりです。

＜ご参考＞ 候補者一覧

－ 15 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2023/05/13 19:03:31 / 23973161_生化学工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役選任議案

候補者番号

１
マツ

松
 

 
 

 
オ

尾
 

　
シン

信
 

 
 

 
キチ

吉 社外監査役候補者
再 任 独立役員

　

生年月日 1969年１月９日

監査役在任年数 ４年

所有する当社の株式数 －

    1991年    4 月 三菱電機株式会社 入社
    1993年    4 月 横浜市 入庁
    1995年    10月 太田昭和監査法人（現 EY新日本有限責任監査法人）入所
    1999年    4 月 公認会計士登録
    2018年    6 月 ネクストリープ株式会社 代表取締役（現在に至る）
    2019年    6 月 当社社外監査役（現在に至る）

ネクストリープ株式会社 代表取締役
株式会社TAKARA & COMPANY 社外監査役
株式会社アンビスホールディングス 社外監査役

＊当社と、松尾信吉氏が社外監査役を務める株式会社TAKARA & COMPANYの連結子会社である宝印刷株式会
社との間では、2022年9月まで株主総会招集通知制作業務等に関する取引がありましたが、現在は取引を終
了しています。また、同氏のその他の重要な兼職先との間で、過去３年間において取引はありません。

＜社外監査役候補者とした理由＞
　松尾信吉氏は、公認会計士として、財務及び会計に精通しているとともに、企業経営に関する豊富な識見
を有しており、その知識と経験に基づく専門的な立場から経営の監督の役割を十分に果たしています。今後
も社外監査役としての職務を適切に遂行することができるものと判断し、候補者といたしました。

▌略歴、当社における地位

▌重要な兼職の状況

－ 16 －
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候補者番号

2
マル

丸
 

 
 

 
ヤマ

山
 

　
タカ

貴
 

 
 

 
ユキ

之 社外監査役候補者
再 任 独立役員

　

生年月日 1974年８月22日

監査役在任年数 3年

所有する当社の株式数 －

    2000年    4 月 弁護士登録
    2000年    4 月 長島・大野・常松法律事務所 入所
    2005年    9 月 Smith, Anderson, Blount, Dorsett, Mitchell & Jernigan, LLP 入所
    2006年    1 月 米国ニューヨーク州弁護士登録
    2008年    2 月 弁護士法人大江橋法律事務所 入所（現在に至る）
    2020年    6 月 当社社外監査役（現在に至る）

弁護士法人大江橋法律事務所 パートナー

＊当社と、丸山貴之氏の重要な兼職先との間で、過去３年間において取引はありません。

＜社外監査役候補者とした理由＞
　丸山貴之氏は、弁護士として、企業再編、事業再生、国際契約を中心とした企業法務に精通しており、そ
の知識と経験に基づく専門的な立場から経営の監督の役割を十分に果たしています。今後も社外監査役とし
ての職務を適切に遂行することができると判断し、候補者といたしました。同氏は直接企業経営に関与した
経験はありませんが、高度な専門知識と豊富な経験に基づき、社外監査役としての職務を適切に遂行するこ
とができると判断しています。

▌略歴、当社における地位

▌重要な兼職の状況

－ 17 －
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候補者番号

3
ミ

三
 

 
タニ

谷  
ワ

和
 

 
カ

歌
 

 
コ

子 社外監査役候補者
新 任 独立役員

　

生年月日 1974年１月４日

監査役在任年数 －

所有する当社の株式数 －

    2000年    4 月 弁護士登録
    2001年    7 月 田辺総合法律事務所 入所（現在に至る）

田辺総合法律事務所 パートナー
太平洋セメント株式会社 社外監査役
＊当社と、三谷和歌子氏の重要な兼職先との間で、過去３年間において取引はありません。

＜社外監査役候補者とした理由＞
　三谷和歌子氏は、弁護士として、医療分野のガバナンスや医療行政に加え、労働問題を中心とした企業法
務に関する豊富な識見を有していることから、社外監査役候補者といたしました。同氏は社外役員となるこ
と以外の方法で直接企業経営に関与した経験はありませんが、高度な専門知識と豊富な経験に基づき、社外
監査役としての職務を適切に遂行することができると判断しています。

▌略歴、当社における地位

▌重要な兼職の状況

－ 18 －
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（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．松尾信吉、丸山貴之及び三谷和歌子の各氏は、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件及び

当社の社外役員の独立性基準を満たしているため、当社は、株式会社東京証券取引所に対し、３氏を
独立役員として届け出ています。なお、社外役員の独立性基準（要旨）は、本招集ご通知21ページを
ご参照ください。

３．当社は、監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、定款において、監査役との間で、当社へ
の損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結できる旨を定めています。これにより、当社は松
尾信吉氏及び丸山貴之氏との間で、会社法第423条第１項の賠償責任について、法令に定める要件に
該当する場合には賠償責任を限定する旨の契約を締結しています。当該契約に基づく責任の限度額
は、会社法第425条第１項に定める金額です。なお、松尾信吉氏及び丸山貴之氏の再任が承認された
場合は、両氏と当社との間でそれぞれ当該契約を継続する予定です。また、三谷和歌子氏の選任が承
認された場合は、同氏と当社との間で責任限定契約を締結する予定です。当該契約に基づく責任の限
度額は、会社法第425条第１項に定める金額です。

４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が職務の執行につき行った行為（不作為を含む。）に起因して、保険期間中に被保険者に対
して損害賠償請求がなされた場合に、それによって被保険者が負担することになる損害賠償金及び争
訟費用等を当該保険契約により補填することとしています。すべての被保険者について、その保険料
の全額を当社が負担しており、各候補者の選任が承認された場合、各候補者は、当該保険契約の被保
険者となります。また、当社は、任期途中に当該保険契約を同様の内容で更新する予定です。なお、
当該保険契約の概要は、本招集ご通知39ページをご参照ください。

－ 19 －
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役　職 氏　名 企業経営 財務・
会計

法務・
リスク管理 研究開発 グローバル 生産・

品質
サステナ
ビリティ

人材・
ダイバー
シティ

代表取締役社長 水 谷 　 建 ● ● ● ● ●

取 締 役 岡 田 敏 行 ● ● ● ● ●

取 締 役 船 越 洋 祐 ● ● ● ●

社外取締役 南 木 み お ● ●

社外取締役 杉 浦 康 之 ● ● ● ● ●

常勤監査役 竹 田 　 徹 ● ●

常勤監査役 鳥 居 美 香 子 ● ● ●

社外監査役 松 尾 信 吉 ● ●

社外監査役 丸 山 貴 之 ● ●

社外監査役 三 谷 和 歌 子 ● ●

＜ご参考＞ 取締役及び監査役の主な専門性と経験
　第２号議案及び第３号議案が原案どおり承認された場合の当社の取締役及び監査役が有する主な専
門性と経験は次のとおりとなります。

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を図るため、経営の基本方針及び中期経営計画等
に基づき、取締役会が備えるべきスキルについて指名・報酬委員会で審議のうえ、取締役会で決定し
ています。役員候補者につきましては、取締役会の役割、責務を実効的に果たせる体制となるよう、
特定したスキルや多様性に加え、その識見・経験・能力及び人格を考慮し、選定しています。なお、
取締役会が備えるべきスキルは、経営環境等により刻々と変化するものですので、定期的に見直して
います。

－ 20 －
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社外役員の独立性基準（要旨）

当社は、社外役員の独立性基準として、以下の項目のいずれにも該当しないことと定めて
います。

Ａ．当社グループの業務執行者
Ｂ．直前事業年度における当社グループへの製品もしくはサービスの提供額が、当該会

社等の連結売上高の２％以上である者またはその業務執行者
Ｃ．直前事業年度における当社グループからの製品もしくはサービスの提供額が、当社

の連結売上高の２％以上である者またはその業務執行者
Ｄ．直前事業年度において、当社グループから1,000万円以上の金銭その他の財産を得

ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家（当該財産を得ている者が法
人、組合等の団体である場合は、当社グループから得ている財産が当該団体の年間
収入の２％以上の団体に所属する者）

Ｅ．直前事業年度において、当社グループから1,000万円以上の寄付を受けている者ま
たはその業務執行者

Ｆ．直前事業年度末において、当社の10％以上の議決権を保有する株主またはその業
務執行者

Ｇ．過去３年間において、上記(Ａ)から(Ｆ)までのいずれかに該当していた者
Ｈ．上記(Ａ)から(Ｇ)までのいずれかに掲げる者の二親等内の親族または同居親族
Ｉ．その他当社グループとの間に重要な利害関係があると判断される者またはその業務

執行者

以　上

－ 21 －
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67.9％
22,723百万円

医薬品事業

32.1％
10,732百万円

LAL事業

33,456百万円
売上高

売上高 33,456 百万円
前期比 4.0％減

営業利益 2,114 百万円
前期比 53.0％減

経常利益 3,069 百万円
前期比 43.1％減

親会社株主に帰属する
当期純利益

2,236 百万円
前期比 40.1％減

　

■１  当社グループの現況に関する事項
１．事業の経過及び成果
　当期の売上高は、ＬＡＬ事業及び海外医薬品の円安効果があった一方、ロイヤリティーの大幅な減少や国
内における薬価引き下げの影響により医薬品事業が減収となり、前期と比べ4.0％減の33,456百万円となり
ました。
　営業利益は、米国で実施中の腰椎椎間板ヘルニア治療剤SI-6603追加臨床試験の被験者組み入れが完了し
たことに伴い研究開発費が減少しましたが、減収の影響により53.0％減の2,114百万円となりました。経常
利益は43.1％減の3,069百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は、40.1％減の2,236百万円となりま
した。

［セグメント別の売上高構成比］

－ 22 －
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売上高 22,723百万円
　

前期比11.6％減　

医薬品事業

　

第76期 第77期

25,696

2,607
3,989

7,652

22,723
2,916
1

8,534

11,447 11,271

売上高（単位：百万円）
■ 国内医薬品 ■ 海外医薬品 ■ 医薬品原体・医薬品受託製造
■ ロイヤリティー

国内医薬品 11,271百万円　前期比1.5％減

　関節機能改善剤アルツは、競合品からの切り替え施策が奏功し、医療
機関納入本数は増加しました。当社売上高は、医療機関納入本数の増加
や出荷時期の影響により出荷数量が増加しましたが、薬価引き下げの影
響を受け減少しました。
　関節機能改善剤ジョイクルは、医療機関納入本数の増加に伴い、当社
売上高が増加しました。なお、本剤は2021年6月1日に安全性速報（ブ
ルーレター）を発出しており、引き続き、販売提携先である小野薬品工
業株式会社と連携のうえ、副作用報告等の情報収集や安全性に関する情
報提供を積極的に行っています。また、専門家や医療機関等の協力を得
ながら、2022年4月より原因究明に向けた臨床研究を実施していま
す。
　眼科手術補助剤オペガン類は、新型コロナウイルス感染症拡大以前の
市場の成長基調に戻りつつあることに加え、競合品の限定出荷の影響に
より、医療機関納入本数は増加しました。当社売上高は、薬価引き下げ
の影響を受けたものの出荷数量増に伴い前期並みとなりました。
　内視鏡用粘膜下注入材ムコアップは、保険償還価格改定の影響によ
り、当社売上高は減少しました。
　腰椎椎間板ヘルニア治療剤ヘルニコアの医療機関納入本数は前期並み
となりましたが、当社売上高は出荷時期の影響により増加しました。

アルツディスポ関節注25mg

オペガンファミリー

ヘルニコア椎間板注用1.25単位

【セグメント別の営業概況】

－ 23 －
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海外医薬品 8,534百万円　前期比11.5％増

医薬品原体・
医薬品受託製造 2,916百万円　前期比11.9％増

　米国における単回投与の関節機能改善剤ジェル・ワン
は、2022年7月に行われた保険償還制度変更の影響によ
り、現地販売本数は減少しました。当社売上高は、円安に
より大幅に増加しました。
　5回投与の関節機能改善剤スパルツＦＸは、保険償還制度
変更に伴う市場環境の変化により、現地販売本数は増加し
ました。当社売上高は、円安により増加しました。
　中国向けアルツは、新型コロナウイルス感染症の再拡大
による外来受診制限等の影響で、現地販売本数は大幅に減
少しました。当社売上高は、包装資材変更に伴い第１四半
期の出荷が無かったことに加え、現地販売本数の減少に伴
い大幅に減少しました。

　医薬品原体の増加や、海外子会社ダルトン ケミカル ラボ
ラトリーズ インクにおける医薬品受託製造等の円安効果に
より、増加しました。

　これらに加え、ロイヤリティー（１百万円、前期比
100.0％減）の大幅な減少により、医薬品事業の売上高は
22,723百万円（前期比11.6％減）となりました。

ジェル・ワン
(Gel-One)

スパルツFX
(SUPARTZ FX)

　

－ 24 －
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売上高 10,732百万円
　

前期比17.2％増　

LAL事業

　

第76期 第77期

10,732
9,155

売上高（単位：百万円）

　海外子会社アソシエーツ オブ ケープ コッド インクにお
ける試薬・診断薬販売等の円安効果や国内販売の堅調な推
移により、売上高は10,732百万円（前期比17.2％増）とな
りました。

エンドトキシン測定用試薬

＊LAL事業とは、カブトガニの血球抽出成分（LAL：Limulus Amebocyte Lysate）から作られた、エンド
トキシンを検出するための試薬を中心とした事業です。医薬品や医療機器の製造プロセスにおける品質管
理に使用されるエンドトキシン測定用試薬等の製造販売を国内外で展開しています。
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事業の経過及び成果、設備投資等の状況、資金調達の状況

【研究開発活動】
　当社グループは、世界の人々の健康で心豊かな生活に貢献するために、専門分野とする糖質科学に特化し
て、独創的な医薬品等の創製を目指しています。
　当社が保有する糖質科学に関する基盤技術を応用展開し、既存領域における新規開発テーマや新規疾患領
域を含む革新的な研究テーマの創出に注力するとともに、各種アライアンスを推進することで、今後の事業
成長の鍵を握る新薬の早期かつ継続的な上市の実現を図っていきます。
　当期における研究開発費の総額は、7,951百万円で、対売上高比率（ロイヤリティー除く）は23.8％、
2023年３月31日時点の研究開発要員数は総従業員数の20.1％にあたる196名となっています。

＜研究開発活動の主な進捗状況＞
▌SI-6603（腰椎椎間板ヘルニア治療剤、開発地域：米国）
　2023年3月に第Ⅲ相臨床試験の追加試験における経過観察が終了し、結果解析に向けた準備を行って
います。
　SI-6603は、コンドリアーゼを有効成分とし、椎間板内に直接注射する治療剤です。全身麻酔の必要が
なく、手術療法と比較して身体的侵襲が小さいという特徴を有しています。1回の投与で腰椎椎間板ヘル
ニアの症状改善効果が期待できることから、新たな治療選択肢の提供を目指します。

▌SI-614（ドライアイ治療剤、開発地域：米国）
　2023年2月に有効性と安全性の評価を目的とした第Ⅲ相臨床試験の被験者組み入れが完了しました。
本試験のデータ取得後に販売提携先の選定、2つ目の第Ⅲ相臨床試験及び長期投与試験の実施を予定して
います。
　SI-614は、当社独自の技術を活用してヒアルロン酸に疎水基を導入した両親媒性高分子の物質であり、
同剤を点眼することで涙液層安定化作用と創傷角膜治癒促進作用によりドライアイの諸症状を改善するこ
とが期待されます。SI-614の開発を通じ、ドライアイ治療の新たな選択肢を提供することを目指します。
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▌SI-613（変形性関節症治療剤、開発地域：米国、中国、韓国）
▌SI-613-ETP（腱・靭帯付着部症治療剤、開発地域：日本）
＜SI-613＞
　米国、中国、韓国の開発については、国内ジョイクルのショック、アナフィラキシー発現に関する原因
究明の進捗を見極めつつ、今後の方針を検討していきます。
＜SI-613-ETP＞
　腱・靭帯付着部症を対象とした国内の後期第Ⅱ相臨床試験において主要有効性評価が未達であったこと
や、ジョイクルのショック、アナフィラキシーの発現に関する原因究明を優先するため、2022年2月に
開発を中断しました。

　SI-613は、当社独自の薬剤結合技術を用いてヒアルロン酸とジクロフェナク（抗炎症薬）を化学結合し
た薬剤であり、加水分解によりジクロフェナクを遊離することで、変形性関節症や腱・靭帯付着部症の症
状を改善することが期待されます。

▌SI-722（間質性膀胱炎治療剤、開発地域：米国）
　第Ⅰ/Ⅱ相臨床試験において取得したデータをもとに、今後の開発方針について検討を行っています。
　SI-722は、当社独自のグリコサミノグリカン修飾技術やドラッグデリバリーシステムを活用してコンド
ロイチン硫酸にステロイドを結合させた新規の化合物です。膀胱内に注入した同剤が抗炎症作用を有する
ステロイドを徐放することで、持続的に頻尿や膀胱痛等の症状改善作用を発揮すると考えられます。

▌SI-449（癒着防止材、開発地域：日本）
　2022年9月に消化器外科領域におけるピボタル試験の被験者組み入れが完了しました。本試験は、消
化器外科領域において有効性（癒着の防止効果）、安全性及び操作性を確認することを目的として実施し
ています。
　なお、2022年5月に適用範囲の拡大を目的とした婦人科領域におけるパイロット試験の被験者組み入
れが完了しています。両試験の経過観察期間の後、取得したデータをもとに承認申請を目指します。
　SI-449は、当社独自のグリコサミノグリカン架橋技術を用いて創製したコンドロイチン硫酸架橋体を主
成分とする粉末状の医療機器です。水分を吸収し膨潤する特性を有しており、撒布後に手術創部と周辺組
織の間でバリアとなることで、外科手術における術後癒着の防止効果が期待されます。本テーマは国内の
みならず、グローバル展開を視野に入れて開発を進めていきます。
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開発コード・物質名 適応症 開発地域 第Ⅰ相 第Ⅱ相 第Ⅲ相 申請

SI-6603 コンドリアーゼ 腰椎椎間板ヘルニア 米 国 ●

SI-614 修飾ヒアルロン酸 ドライアイ 米 国 ●

SI-613 ジクロフェナク結合ヒアルロン酸 変形性膝関節症 米 国 ●

SI-613-ETP ジクロフェナク結合ヒアルロン酸 腱・靭帯付着部症 日 本 ●後期第Ⅱ相
※2022年２月中断

SI-722 ステロイド結合コンドロイチン硫酸 間質性膀胱炎 米 国 　　　●第Ⅰ/Ⅱ相

開発コード・物質名 品　名 開発地域 パイロット試験 ピボタル試験 申請

SI-449 コンドロイチン硫酸架橋体 癒着防止材 日 本 ●

＜ご参考＞ 開発パイプラインリスト
▶ 医薬品

▶ 医療機器

２．設備投資等の状況
　当社は、高品質な医薬品等を安定的に供給するための製造設備や、医薬品開発を中心とした研究開発設備
等へ投資を行っています。
　当期における設備投資額は2,091百万円となりました。

３．資金調達の状況
　特記すべき事項はありません。
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第73期
(2019年３月期)

第74期
(2020年３月期)

第75期
(2021年３月期)

第76期
(2022年３月期)

第77期
（当　期）

売 上 高 (百万円) 27,559 29,206 27,734 34,851 33,456
営 業 利 益 (百万円) 1,718 3,896 2,248 4,495 2,114
経 常 利 益 (百万円) 2,859 3,981 3,024 5,395 3,069
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (百万円) 2,244 △10,839 4,262 3,733 2,236

１株当たり当期純利益 (円) 39.76 △192.15 75.54 66.32 40.49
研究開発費 (百万円) 7,148 6,877 7,209 9,005 7,951
純 資 産 (百万円) 73,036 59,767 63,604 66,340 67,216
１株当たり純資産額 (円) 1,294.88 1,059.40 1,127.14 1,179.46 1,232.41
総 資 産 (百万円) 80,238 68,746 69,915 75,244 75,625
自己資本利益率 (ROE) 3.1％ ― 6.9％ 5.7％ 3.3％

第76期第75期第73期 第74期

27,559 29,206
34,851 33,456

27,734

当期

46.8%43.8%
50.5%

56.6% 59.9%

売上高（百万円）・海外売上高比率
（ロイヤリティー除く）

2,1141,718

3,896

2,248

4,495

第76期第75期第73期 第74期 当期

営業利益（百万円）

当期第76期第75期第73期 第74期

3,0692,859
3,981

3,024

5,395

経常利益（百万円）

2,2362,244

△10,839

4,262 3,733

第76期第75期第73期 第74期 当期

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）

第76期第75期第73期 第74期 当期

67,216
73,036

59,767 63,604 66,340

純資産（百万円）

7,148 6,877 7,209
9,005

第76期第75期第73期 第74期 当期

7,951

26.7% 25.2% 26.7% 23.8%
29.2%

研究開発費（百万円）・対売上高比率
（ロイヤリティー除く）

４．財産及び損益の状況の推移

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式の総数により、１株当たり純資産額は、
自己株式を控除した期末発行済株式の総数により算出しています。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を2022年３月期の期首より
適用しています。2021年３月期以前に係る各数値については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値を
記載しています。

３．2022年３月期の期首よりロイヤリティーの表示区分を営業外収益から売上高に変更しています。2021年３
月期以前に係る各数値については、当該表示方法の変更を反映した数値を記載しています。
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対処すべき課題

５．対処すべき課題
　医薬品産業を取り巻く経営環境は、国内薬価制度の抜本改革をはじめとした医療費抑制策の進展や、治療
選択肢の多様化等に伴う企業間競争の激化に加え、新薬開発の難易度が高まるなか研究開発コストが増大す
るなど、極めて厳しい状況が継続しています。当社が持続的に成長軌道を描くためには、このように環境変
化が激しい時代への柔軟な対応が必要となります。また、社会の持続的発展と企業価値向上に向け、サステ
ナビリティ推進をはじめとした社会的責任を果たすことの重要性が高まり、それらへの対応が急務となって
います。

(1) 新中期経営計画（2023年3月期～2026年3月期）の概要
Ⅰ．新中期経営計画策定の背景
　当社は、2023年3月期からの4ヵ年を「成長を実現する期間」として定め、新中期経営計画を策定いたし
ました。前中期経営計画期間に強化した基盤のもと各重点施策を推し進めることで、持続的に成長軌道を描
くための実力を養い、最終年度には過去最高の業績達成を目指します。
Ⅱ．重点施策
　当社が持続的に成長軌道を描くための実力を養うべく、次の5つの重点施策に取り組みます。
① 独自の創薬技術を活かした研究開発の加速
　当社が保有するGAG＊に関する基盤技術を応用展開することで、既存領域における新規開発テーマや新規
疾患領域を含む革新的な研究テーマの創出に注力し、アンメットメディカルニーズを中心とした患者の方々
が真に必要とする新薬の創製を目指します。また、これらの成功確度を高め、早期進捗を図るために各種ア
ライアンスを推進します。同時に既存パイプラインを着実に進展させ、腰椎椎間板ヘルニア治療剤SI-6603
の米国における承認取得及び上市、ドライアイ治療剤SI-614の米国第Ⅲ相臨床試験の終了、癒着防止材
SI-449の国内承認取得及び米国での臨床試験開始を目指します。
＊GAG：グリコサミノグリカン。複合糖質の構成成分のひとつ（ヒアルロン酸やコンドロイチン硫酸等）。
② 腰椎椎間板ヘルニア治療剤SI-6603の製品価値最大化
　腰椎椎間板ヘルニア治療剤SI-6603の米国における承認取得及び上市を実現するために、カナダに設立し
たセイカガク ノース アメリカ コーポレーションを最大限に活用し迅速かつ確実な承認申請、審査対応を行
います。また、販売提携先との密な連携のもと販売準備を進め、医療現場への早期浸透による製品価値の最
大化を図ります。
③ 関節機能改善剤の事業価値維持・向上
　主力である国内関節機能改善剤市場において当社製品のプレゼンスを強化し、経営を支える基盤製品とし
ての事業性の維持・向上に努めます。国内医薬品は薬価引き下げの影響を大きく受けることから、原価構造
の改善が不可欠であり、安定供給継続のためにも製品資材の仕様変更や製造工程の効率化等をさらに進めて
まいります。また、関節機能改善剤ジョイクルの安全性情報等の収集及び提供を継続するとともに、臨床研
究の結果をもとに適切な処方への貢献を目指してまいります。
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④ グローバル生産体制の構築
　海外子会社ダルトン ケミカル ラボラトリーズ インク（カナダ、トロント）と当社高萩工場（日本、茨城
県）の2拠点化を図ることで、適切かつ効率的な製造体制のもと安定供給のさらなる強化を図ります。
⑤ 遺伝子組換え技術によるLAL事業の拡大
　海外子会社アソシエーツ オブ ケープ コッド インクとの連携のもと、遺伝子組換えエンドトキシン測定
用試薬パイロスマート ネクストジェンを活用し信頼できる科学的データの蓄積や遺伝子組換え技術を活か
した新たな診断薬の開発促進に取り組むとともに、関連企業との協働による測定機器やソフトウェアの開
発・改良などを行うことで、新たな価値の創造を目指します。
　また、上記の5つの重点施策を実行するうえで、社員エンゲージメントの向上や組織強化・人材育成は経
営の基盤となる重要な要素となります。事業の中核である人材の育成や、成長を促進する環境を醸成するた
めの投資を積極化させ、持続的な成長を実現するための基盤強化・改善を図っていきます。
Ⅲ．サステナビリティ
　当社は、社会の持続的発展と企業価値向上に向けて、優先的に取り組むべき重要課題として6つのマテリ
アリティを特定しています。新中期経営計画の重点施策のベースとなるこれらのマテリアリティに引き続き
注力し、医療関連事業の発展に加え、ESG（環境・社会・ガバナンス）への取り組みを強化するとともに、
サプライチェーンやステークホルダーの皆さまとの十分なコミュニケーションによる、社会的課題の解決を
目指します。

(2) 新中期経営計画の進捗状況（2023年3月期）
　2023年3月期における新中期経営計画の進捗状況は以下のとおりです。
　1つ目の重点施策である「独自の創薬技術を活かした研究開発の加速」については、腰椎椎間板ヘルニア
治療剤SI-6603の米国第Ⅲ相臨床試験の追加試験において2023年3月に経過観察が終了し、結果解析の準備
に取り掛かっています。また、2022年9月に癒着防止材SI-449の国内ピボタル試験において、2023年2月
にはドライアイ治療剤SI-614の米国第Ⅲ相臨床試験における被験者組み入れがそれぞれ完了し、着実にパイ
プラインが進展しました。引き続き、各パイプラインにおいて掲げた目標の達成を目指してまいります。
　2つ目の「腰椎椎間板ヘルニア治療剤SI-6603の製品価値最大化」では、前述の臨床試験の実施と並行
し、カナダのセイカガク ノース アメリカ コーポレーションを活用しつつFDA（米国食品医薬品局）との円
滑なコミュニケーションを図ることで、承認取得の加速を目指します。
　3つ目に掲げた「関節機能改善剤の事業価値維持・向上」の取り組みとして、関節機能改善剤アルツの安
定供給維持に向けた増産体制の構築や、原価構造改善を目的とした製品資材の仕様変更を早期に実現するべ
く対応を進めています。なお、関節機能改善剤ジョイクルについては、安全性情報等の収集及び提供を継続
するとともに、早期の原因究明に向けた臨床研究を実施しています。
　4つ目の「グローバル生産体制の構築」においては、カナダの海外子会社ダルトン ケミカル ラボラトリー
ズ インクでの製造体制構築に向けた検討を進めており、高萩工場との2拠点化を目指し整備を行っています。
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対処すべき課題

　5つ目にあげた「遺伝子組換え技術によるLAL事業の拡大」では、遺伝子組換えエンドトキシン測定用試
薬パイロスマート ネクストジェンに関する科学データの蓄積を継続するとともに、海外子会社アソシエー
ツ オブ ケープ コッド インクと共著で論文化を行うなど市場浸透に向けた取り組みを実施しています。ま
た、グルカン測定体外診断用医薬品については販売国の拡大及び病院市場へのさらなる新規展開の加速を目
指してまいります。
　2023年3月期は、各重点施策において概ね計画通りに進捗しました。引き続き、中期経営計画最終年度
に掲げた目標の達成に向け、当社が持続的に成長軌道を描くための実力を養うべく、それぞれの重点施策に
鋭意取り組んでまいります。
　また、サステナビリティに関する取り組みについても重要な課題として認識しており、2021年に策定し
たサステナビリティ基本方針及び6つのマテリアリティを基軸とした実効的な施策の立案・実施や、子会社
への適用範囲拡大等を行ってまいりました。2023年1月にはサプライヤーと協働して持続可能な原材料調
達及び商品の安定供給を実践することで社会課題の解決を目指すべく、サプライチェーンマネジメント部を
新設しました。環境問題については、CO2排出削減目標を上方修正し、その達成に向けた施策を進めていま
す。これらに加え、人権の尊重、従業員の労働環境への配慮、取引先との公正・適正な取引、コーポレー
ト・ガバナンスの強化などサステナビリティに関する課題への取り組みを促進するとともに、ステークホル
ダーの皆さまとの十分なコミュニケーションのために、積極的な情報開示を図ってまいります。
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サステナビリティへの取り組み

取締役会

経営会議

サステナビリティ推進委員会

指 示 報 告

各マテリアリティの
主管部門

責任者
委員長
委員
オブザーバー
事務局

：代表取締役社長
：管理部門管掌取締役
：常勤取締役、執行役員
：常勤監査役
：経営企画部長
  （サステナビリティ推進グループ）

リスク管理
委員会

コンプライアンス
推進委員会

連 携

参考 サステナビリティへの取り組み
－TCFD提言に基づく情報開示－

　当社は、2021年12月にサステナビリティ基本方針を制定し、当社の持続的な成長と持続可能な社会の実現の
観点から、優先的に取り組むべき重要課題（マテリアリティ）を特定しています。

　当社は、気候変動への対応を重要な経営課題のひとつととらえ、環境方針に基づき、その対策に取り組むとと
もに、TCFD※の推奨項目及びリスク/機会の対応状況について、2022年6月より開示しています。

※ TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures：気候変動関連財務情報開示タスクフォース）
は、G20財務大臣及び中央銀行総裁会議の要請を受け、2015年12月に金融安定理事会（FSB）により、気候関連の
情報開示及び金融機関の対応を検討するために設立されました。
2017年6月に公表された最終報告書の中で、企業等に対して気候変動関連リスク及び機会に関する4つの項目（ガバ
ナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）について開示することを推奨しています。

　TCFDの推奨項目についての、当社の取り組みは以下のとおりです。
＜ガバナンス＞
　当社は、サステナビリティ基本方針に基づき当社の
持続的な成長と持続可能な社会の実現の観点から、優
先的に取り組むべき重要課題（マテリアリティ）を取
締役会の決議に基づき特定しています。
　主にサステナビリティに関する課題を取り扱うため
に、2021年12月にサステナビリティ推進委員会を設
置し、同委員会においては気候変動課題における活動
方針、推進施策等の審議や、進捗状況の検証と評価等
を原則年2回実施します。また、リスク管理委員会で
評価した全社リスクのうち、気候変動関連に係るリス
クや機会については、サステナビリティ推進委員会で
も討議し、取締役会に報告されるとともに、取締役会
はその進捗状況をモニタリングし、監督しています。
なお、サステナビリティ推進委員会及びリスク管理委
員会の責任者は代表取締役社長が務めています。

－ 33 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2023/05/13 19:03:31 / 23973161_生化学工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

サステナビリティへの取り組み

＜戦略＞
　気候関連のリスク・機会の重要性評価に向け、「移行リスク」「物理リスク」「機会」の区分でシナリオ特定
と評価を実施しました。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）と国際エネルギー機関（IEA）が提示するシナ
リオに加え、社内外の情報を精査し、気候関連のリスク/機会がもたらすビジネス・戦略・財務への潜在的な影響
度を評価しました。

＜リスク管理＞
　リスク管理は、経営リスク管理規定に基づき、各部門がリスク・機会に対応する取り組みを実施しています。
気候変動関連のリスクに関しては、サステナビリティ推進委員会とリスク管理委員会で情報を共有しながら、事
業リスクとして統合・管理し、重要リスクについては定期的に取締役会に報告します。

<指標と目標>
　2022年6月には、2030年時点で2017年度のCO2排出量から33.6%の削減を行うことを目標に定め、達成に向
けた各種施策に着手いたしました。その後、脱炭素社会実現へ向けさらなる取り組みを進めるべく、2023年3月
に政府目標と同じく46％削減に上方修正いたしました。

【CO2排出量削減目標（当社単体）】
2030年迄に46%削減（Scope1&2、2017年度比）
2050年迄にカーボンニュートラルを目指す
Scope3の算定（2025年までに数値を公開）

当社のサステナビリティに関する詳細につきましては、以下の当社ウェブサイトをご参照ください。

<サステナビリティ トップページ>

 https://www.seikagaku.co.jp/ja/sustainability.html

<私たちのポリシー>
 https://www.seikagaku.co.jp/ja/sustainability/our_policy.html

<TCFD提言に基づく情報開示>
 https://www.seikagaku.co.jp/ja/sustainability/tcfd.html
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重要な子会社の状況、主要な事業内容、主要な事業所

会 社 名 所 在 地 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

アソシエーツ オブ
ケープ コッド インク

米国 マサチューセッツ州
ファルマス ２千米ドル 100％ 試薬の製造・販売等

ダルトン ケミカル
ラボラトリーズ インク

カナダ オンタリオ州
トロント 49,800千カナダドル 100％ 医薬品受託製造等

６．重要な子会社の状況（2023年３月31日現在）

（注）ダルトン ケミカル ラボラトリーズ インクは、当社がカナダにおいて設立した中間持株会社であるエスケーケー 
カナダ エンタープライジズ コーポレーションの100％子会社です。

部 門 主　要　製　品　等

医 薬 品
・関節機能改善剤、眼科手術補助剤、腰椎椎間板ヘルニア治療剤、内視鏡用粘膜下注入材
・医薬品原体（各種医薬品用の原薬）
・医薬品受託製造

Ｌ Ａ Ｌ ・エンドトキシン測定用試薬、グルカン測定体外診断用医薬品

７．主要な事業内容（2023年３月31日現在）

名　称 所　在　地
本 社 東京都千代田区
中 央 研 究 所 東京都東大和市
C M C 研 究 所 東京都東大和市
久 里 浜 工 場 神奈川県横須賀市
高 萩 工 場 茨城県高萩市

会　社　名 所　在　地
アソシエーツ オブ ケープ コッド インク 米国 マサチューセッツ州ファルマス
ダルトン ケミカル ラボラトリーズ インク カナダ オンタリオ州トロント

８．主要な事業所（2023年３月31日現在）
(1) 当社

(2) 連結子会社
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従業員の状況、主要な借入先、その他当社グループの現況に関する重要な事項

部　　門 従業員数 前期末比増減
医 薬 品 563名 11名増
Ｌ Ａ Ｌ 303名 26名増
全 社 （ 共 通 ） 110名 5名増

合　　　計 976名 42名増

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
540名 12名増 40.8歳 14.2年

９．従業員の状況（2023年３月31日現在）
(1) 当社グループの従業員の状況

（注）従業員数は、就業人員数であり、執行役員及び臨時従業員（契約社員等の非正規社員）は除いています。

(2) 当社の従業員の状況

（注）従業員数は、就業人員数であり、執行役員及び臨時従業員（契約社員等の非正規社員）は除いています。

10. 主要な借入先（2023年３月31日現在）
　特記すべき事項はありません。

11. その他当社グループの現況に関する重要な事項
　特記すべき事項はありません。

－ 36 －



事業報告

2023/05/13 19:03:31 / 23973161_生化学工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社の株式に関する事項

順位 株 主 名 持株数
(千株)

持株比率
（％）

１ 新 業 株 式 会 社 7,843 14.4
２ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 7,724 14.2
３ 株 式 会 社 開 生 社 7,293 13.4

４ みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者
株式会社日本カストディ銀行 1,573 2.9

５ 株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,536 2.8
６ THE BANK OF NEW YORK MELLON（INTERNATIONAL）LIMITED 131800 1,470 2.7
７ 株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,324 2.4
８ 科研製薬株式会社 1,207 2.2
９ 公益財団法人水谷糖質科学振興財団（公益口） 828 1.5
10 明治安田生命保険相互会社 688 1.3

区　分 株 式 数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 17,091株 ４名

■２  会社の株式に関する事項（2023年３月31日現在）

１．発行可能株式総数 234,000,000株
２．発行済株式の総数 56,814,093株
３．株主数 10,285名
４．大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（2,273千株）を控除して計算しております。

５．当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

（注）当社の譲渡制限付株式報酬の内容につきましては、本招集ご通知40ページをご参照ください。

６．その他株式に関する重要な事項
　当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策遂行のため、会社法第165条第２項の規定による定
款の定めにより、2022年５月13日開催の取締役会決議に基づき、2022年５月16日から同年12月23日の
期間に、東京証券取引所における市場買付により、1,725千株（発行済株式総数（自己株式を除く）に対す
る割合は3.16％）の自己株式を総額1,499,994,100円で取得しました。
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会社役員に関する事項

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 水 谷 　 建 公益財団法人水谷糖質科学振興財団 理事長

取　締　役 岡 田 敏 行 常務執行役員 事業推進本部長

取　締　役 船 越 洋 祐 上席執行役員 研究開発本部長

取　締　役 秋 田 孝 之 上席執行役員 管理部門管掌 兼 経営企画部長

社外取締役 南 木 み お
弁護士
南木・北沢法律事務所 パートナー
NITTOKU株式会社 社外監査役

社外取締役 杉 浦 康 之
三菱商事株式会社 顧問
公益財団法人東洋文庫 専務理事
センコーグループホールディングス株式会社 社外取締役

常勤監査役 竹 田 　 徹

常勤監査役 鳥 居 美 香 子

社外監査役 藤 本 美 枝

弁護士
TMI総合法律事務所 パートナー
株式会社TBSホールディングス 社外監査役
株式会社TBSテレビ 監査役
株式会社荏原製作所 社外取締役

社外監査役 松 尾 信 吉
公認会計士
ネクストリープ株式会社 代表取締役
株式会社TAKARA & COMPANY 社外監査役
株式会社アンビスホールディングス 社外監査役

社外監査役 丸 山 貴 之 弁護士
弁護士法人大江橋法律事務所 パートナー

■３  会社役員に関する事項
１．取締役及び監査役の氏名等（2023年３月31日現在）

（注）１．取締役南木みお氏及び杉浦康之氏並びに監査役藤本美枝氏、松尾信吉氏及び丸山貴之氏は、それぞれ
社外取締役、社外監査役であり、当社は、株式会社東京証券取引所に対し全員を独立役員として届け
出ています。

２．監査役竹田徹氏は、金融機関における勤務経験により、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し
ています。
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会社役員に関する事項

３．監査役松尾信吉氏は、公認会計士として企業会計に精通しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有しています。

４．当社は、公益財団法人水谷糖質科学振興財団に寄付を行っています。当該財団は糖質科学の発展を通
して人類の福祉へ貢献することを目的としていることから、当該財団への寄付は、糖質科学を中心に
医薬品開発に取り組むという当社の事業目的と合致する適切な取引として、当社取締役会において承
認されています。また、当社は当該財団と業務委託契約を締結しており、当該財団の情報システム関
連業務の一部を当社が受託し、合理的な対価の支払いを受けています。当該契約についても、適切な
取引として、当社の取締役会において承認されています。なお、当該財団は当社の株式を保有してい
ます。

５．当社と株式会社TAKARA & COMPANYの連結子会社である宝印刷株式会社との間では、2022年9月
まで株主総会招集通知制作業務等に関する取引がありましたが、現在は取引を終了しています。

６．その他、社外取締役及び社外監査役の兼職先と当社との間に特別な関係はありません。
７．当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第423条第１項の賠償責任について、法令に定める要件

に該当する場合には賠償責任を限定する旨の契約を締結しています。当該契約に基づく責任の限度額
は、会社法第425条第１項に定める金額です。

８．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が職務の執行につき行った行為（不作為を含む。）に起因して、保険期間中に被保険者に対
して損害賠償請求がなされた場合に、それによって被保険者が負担することになる損害賠償金及び争
訟費用等を当該保険契約により補填することとしています。当該保険契約の被保険者は、当社の取締
役、監査役、執行役員、管理職従業員（会社法上の重要な使用人のみ。）、セイカガク ノース アメリ
カ コーポレーションの取締役及び当社（会社費用担保特約、情報開示危険担保特約のみ。）であり、
すべての被保険者について、その保険料の全額を当社が負担しています。なお、犯罪行為または法令
違反を認識しながら行った行為に起因する損害賠償請求等は補償対象外としています。

２．取締役及び監査役の報酬等
(1) 取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
　当社は、2021年２月５日開催の取締役会において、取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決
定方針（以下「決定方針」という。）を決議しています。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議
する内容について指名・報酬委員会へ諮問し、答申を受けています。
　決定方針の概要は以下のとおりです。

① 基本方針
　当社の取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）の報酬につきましては、株主の皆さまの期待に応え
るよう、取締役のインセンティブを高め、当社の持続的な業績向上に資することを踏まえた報酬体系と
しています。具体的には、基本報酬に加え、短期インセンティブとなる業績評価報酬及び業績連動報
酬、並びに長期インセンティブとなる譲渡制限付株式報酬で構成しています。
　なお、社外取締役及び監査役については、業務執行から独立した経営の監督という役割を考慮し、基
本報酬のみとしています。

－ 39 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2023/05/13 19:03:31 / 23973161_生化学工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社役員に関する事項

2021年3月期
実績

2022年3月期
実績

2023年3月期
実績

SKK EBITDA（百万円） 3,057 5,546 3,441

② 各報酬の概要
　各報酬の概要は以下のとおりです。
＜基本報酬（月例金銭報酬）＞
・ 取締役については、世間水準、経営内容及び従業員給与とのバランスを考慮し、報酬額を決定します。
・ 社外取締役及び監査役については、世間水準を参考に報酬額を決定します。
＜業績評価報酬（月例金銭報酬）＞
・ 中期経営計画重点施策等に対する各取締役の前年度の目標達成度に応じた定性評価により、報酬額を

決定します。
・ 目標達成度による定性評価は３から５段階評価とし、基本報酬にそれぞれの評価に応じてあらかじめ

定められた係数を乗じて算出します。
＜業績連動報酬（月例金銭報酬）＞
・ SKK EBITDAを指標とし、前年度のSKK EBITDAにより、報酬額を決定します。
・ SKK EBITDAによる評価は３段階評価とし、基本報酬にそれぞれの評価に応じてあらかじめ定められ

た係数を乗じて算出します。
・ SKK EBITDAは、営業利益に減価償却費を加えた利益指標であり、事業年度毎の業績に対する短期イ

ンセンティブの指標として適切であることからこれを選定しています。
（注）2022年３月期よりロイヤリティーの表示区分を営業外収益から売上高に変更したことに伴い、2022年４

月22日開催の取締役会において、SKK EBITDAの算出方法の変更を決議していますが、ロイヤリティーは
営業利益において考慮されており、算出されるSKK EBITDAの数値に実質的な変更はありません。

【SKK EBITDAの実績】

＜譲渡制限付株式報酬（非金銭報酬）＞
・ 退任時までの譲渡制限が付された当社普通株式（以下「譲渡制限付株式」という。）を毎年１度、一

定の時期に付与します。
・ 譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭債権とし、その額は各取締役の基本報酬に役位毎

の定率を乗じて算出します。
＊当事業年度中の交付状況は、本招集ご通知37ページをご参照ください。
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対象者 報酬等の種類 限度額 株主総会決議
左記総会

終結時点の
対象者の員数

取締役
（社外取締役を含む） 金銭報酬

年額４億円以内
（うち社外取締役分
は5,000万円以内）

2007年６月22日開催の
第61回定時株主総会

７名
（うち社外取締役

１名）

取締役
（社外取締役を除く） 株式報酬 年額5,000万円以内 2019年６月19日開催の

第73回定時株主総会 ４名

監査役 金銭報酬 年額8,000万円以内 2007年６月22日開催の
第61回定時株主総会 ５名

③ 取締役の各報酬の割合に関する方針
　取締役の各報酬の割合については、外部サーベイの結果のほか、当社と同程度の事業規模や同業種の
他社をベンチマークとする報酬水準を踏まえたうえで、上位の役位ほど業績連動報酬の比率が高まる設
計とします。当該設計については、経営環境及び当社の中長期的な業績動向等を考慮のうえ、指名・報
酬委員会の答申を受けて、適宜見直します。
　なお、取締役の各報酬の割合は、最も目標を達成した場合、概ね以下のとおりとします。

基本報酬　　　　　：70～80％
業績評価報酬　　　：10％
業績連動報酬　　　：５～10％
譲渡制限付株式報酬：５～10％

④ 報酬等の決定方法
　取締役及び社外取締役の報酬のうち、個人別の金銭報酬については、取締役会決議に基づき、指名・
報酬委員会に委任することとし、その権限の内容は、基本報酬額、業績評価報酬額（各取締役の評価を
含む。）及び業績連動報酬額の決定とします。また、業績評価報酬に係る評価係数並びに業績連動報酬
に係る評価区分及び評価係数については、指名・報酬委員会による答申内容を尊重し、あらかじめ取締
役会で決定します。
　非金銭報酬である譲渡制限付株式報酬については、指名・報酬委員会による支給時期及び金銭報酬債
権の配分方法等の答申内容を尊重し、取締役会で決定します。
　なお、監査役の報酬は、監査役の協議により決定します。

(2) 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役及び監査役の報酬等の限度額は以下のとおり決議されています。

（注）株式報酬は、譲渡制限付株式報酬に係る金銭報酬債権の額です。なお、対象となる取締役が発行または処
分を受ける譲渡制限付株式の総数は年間40,000株以内としています。
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役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績評価報酬 業績連動報酬 株式報酬
取締役
（社外取締役を除く） 212 180 14 3 13 4

社外取締役 18 18 ― ― ― 2
計 231 199 14 3 13 6

監査役
（社外監査役を除く） 46 46 ― ― ― 3

社外監査役 23 23 ― ― ― 3
計 69 69 ― ― ― 6

合　計 300 269 14 3 13 12

(3) 取締役会決議による報酬等の決定の委任に関する事項
　取締役及び社外取締役の報酬のうち、個人別の金銭報酬については、取締役会決議に基づき、指名・報酬
委員会を構成する代表取締役社長及び社外取締役２名にその額（業績評価報酬に係る各取締役の評価を含
む。）の決定を委任しています。これらの権限を委任した理由は、社外取締役の専門知識や企業経営等に関
する識見に基づき、指名・報酬委員会において、株主共同利益の観点を含む客観的な立場から個人別の金銭
報酬の額を決定するためです。
　なお、取締役会から委任を受けた指名・報酬委員会の委員は以下のとおりです。

水谷　建（代表取締役社長）
南木みお（社外取締役）
杉浦康之（社外取締役）

(4) 個人別の報酬等が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
　取締役及び社外取締役の個人別の報酬等につきましては、取締役会の委任を受け、指名・報酬委員会にお
いて、その構成員である代表取締役社長及び社外取締役２名が金銭報酬の額を決定しており、また、譲渡制
限付株式報酬に係る金銭報酬債権の額についても、取締役会の諮問を受け、指名・報酬委員会において、そ
の原案について決定方針との整合性を含め多角的な検討を行っているため、取締役会は個人別の報酬等の決
定が決定方針に沿うものであると判断しています。

(5) 取締役及び監査役の報酬等の総額

（注）１．上記には、2022年６月21日開催の第76回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名を含ん
でいます。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていません。
３．株式報酬は、譲渡制限付株式報酬に係る金銭報酬債権の額です。
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氏　名 退 任 日 退任事由 退任時の地位・担当

河原　茂 2022年６月21日 任期満了 常勤監査役

３．重要な兼職の状況及び兼職先と当社の関係（2023年３月31日現在）
　「１．取締役及び監査役の氏名等」に記載のとおりです。

４．当事業年度中の取締役及び監査役の異動
(1) 退任した監査役
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氏名及び
取締役会出席状況 主な活動状況

南 木 み お
取締役会出席状況：
100％（14回／14回）

司法分野における豊富な経験や企業法務に関する専門的な識見をもとに、取締役会にお
いて独立した客観的な立場から、多数の助言・提言を行いました。また、指名・報酬委
員会の委員として3回開催されたすべての同委員会に出席し、取締役及び監査役候補者
の選定、取締役報酬等の決定、取締役会が備えるべきスキルの特定等の審議において、
積極的に助言・提言を行いました。

杉 浦 康 之
取締役会出席状況：
100％（14回／14回）

総合商社での豊富な経営経験や国際経験による幅広い識見をもとに、取締役会において
独立した客観的な立場から、多数の助言・提言を行いました。また、指名・報酬委員会
の委員として3回開催されたすべての同委員会に出席し、取締役及び監査役候補者の選
定、取締役報酬等の決定、取締役会が備えるべきスキルの特定等の審議において、積極
的に助言・提言を行いました。

氏名及び
監査役会・取締役会

出席状況
主な活動状況

藤 本 美 枝
監査役会出席状況：
100％（14回／14回）
取締役会出席状況：
100％（14回／14回）

労働関連法規や企業コンプライアンスを中心とした専門的な識見をもとに、監査役会に
おいて独立した客観的な立場から積極的に意見を述べました。加えて、常勤監査役、会
計監査人、内部監査部門から報告を受けるとともに、代表取締役社長、管掌役員、子会
社役員等との面談により情報収集を行い、監査の実効性を高めました。また、取締役会
に出席し、その専門的見地から多数の助言・提言を行いました。

松 尾 信 吉
監査役会出席状況：
100％（14回／14回）
取締役会出席状況：
100％（14回／14回）

長年積み上げた財務及び会計に関する専門的な識見をもとに、監査役会において独立し
た客観的な立場から積極的に意見を述べました。加えて、常勤監査役、会計監査人、内
部監査部門から報告を受けるとともに、代表取締役社長、管掌役員、子会社役員等との
面談により情報収集を行い、監査の実効性を高めました。また、取締役会に出席し、そ
の専門的見地から多数の助言・提言を行いました。

丸 山 貴 之
監査役会出席状況：
100％（14回／14回）
取締役会出席状況：
100％（14回／14回）

企業再編や国際契約を中心とした専門的な識見をもとに、監査役会において独立した客
観的な立場から積極的に意見を述べるとともに、海外子会社の往査を実施し、内部統制
システムの整備及び運用状況を確認しました。加えて、常勤監査役、会計監査人、内部
監査部門から報告を受け、代表取締役社長、管掌役員、子会社役員等との面談により情
報収集を行い、監査の実効性を高めました。また、取締役会に出席し、その専門的見地
から多数の助言・提言を行いました。

５．社外役員に関する事項
(1) 当事業年度における社外取締役の主な活動状況

(2) 当事業年度における社外監査役の主な活動状況
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■４  剰余金の配当等に関する方針
　当社は、持続的な利益成長と企業価値の向上が、株主の皆さまとの共同の利益に資すると考えています。
重要な経営課題のひとつである株主の皆さまへの利益還元につきましては、1株当たり年間26円を基本とし
つつ、業績動向及び財務状況等を勘案のうえ、増配を検討してまいります。また、今後の事業展開や総還元
性向を考慮しながら、自己株式の取得を適宜検討いたします。なお、2023年3月期の配当金は、中間配当
金と合わせて1株当たり年間26円を予定しています。
　また、収益基盤の強化や資本効率の向上を図るために、新たな価値創出に向けた研究開発、生産体制整備
及びサステナブル活動に対する効率的かつ積極的な事業投資のほか、将来の成長やシナジー効果が見込める
戦略投資にも機動的に取り組んでまいります。

（注）１．本添付書類に記載の金額及び株式数につきましては、それぞれ表示単位未満は切り捨て、比率は四捨
五入により表示しています。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を2022年３月期の期首
より適用しています。2021年３月期以前に係る各数値については、当該会計基準等を遡って適用した
後の数値を記載しています。

３．2022年３月期の期首よりロイヤリティーの表示区分を営業外収益から売上高に変更しています。
2021年３月期以前に係る各数値については、当該表示方法の変更を反映した数値を記載しています。
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連結貸借対照表 (単位：百万円)

科　目 第77期
2023年３月31日現在

(ご参考)第76期
2022年３月31日現在 科　目 第77期

2023年３月31日現在
(ご参考)第76期
2022年３月31日現在

 （資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金 　

46,710
23,451

59
6,349
5,327
3,469
2,698
3,303
2,123
△73

28,915
11,325
5,559
2,123
1,064

65
1,593

918
3,231
2,094
1,136

14,358
13,232

853
－

280
△7 　

48,625
21,518

49
5,983

10,657
2,568
2,610
3,408
1,997
△167

26,618
10,021
5,412
1,540
1,025

52
1,524

465
2,926
2,093

832
13,670
12,733

617
69

257
△7 　

流 動 負 債 6,699 7,533
買 掛 金 879 680
短 期 借 入 金 300 300
リ ー ス 債 務 37 35
未 払 金 3,315 3,458
未 払 法 人 税 等 36 308
賞 与 引 当 金 624 654
環 境 対 策 引 当 金 113 105
そ の 他 1,392 1,991

固 定 負 債 1,709 1,370
リ ー ス 債 務 52 58
繰 延 税 金 負 債 1,513 1,168
資 産 除 去 債 務 36 36
そ の 他 106 106

負 債 合 計 8,408 8,904

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 60,837 61,645

資 本 金 3,840 3,840
資 本 剰 余 金 5,301 5,301
利 益 剰 余 金 53,975 53,305
自 己 株 式 △2,279 △802

その他の包括利益累計額 6,379 4,694
その他有価証券評価差額金 3,033 3,212
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △14 △102
為替換算調整勘定 2,937 1,251
退職給付に係る調整累計額 423 333

純 資 産 合 計 67,216 66,340

資 産 合 計 75,625 75,244 負 債 純 資 産 合 計 75,625 75,244

－ 46 －
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連結損益計算書

連結損益計算書 (単位：百万円)

科 目
第77期

2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで

（ご参考）第76期
2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで

売 上 高 33,456 34,851

売 上 原 価 15,432 14,323

売 上 総 利 益 18,024 20,528

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 15,910 16,033

営 業 利 益 2,114 4,495

営 業 外 収 益 967 1,005

受 取 利 息 51 28

受 取 配 当 金 353 358

為 替 差 益 479 434

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3 84

そ の 他 79 99

営 業 外 費 用 12 105

支 払 利 息 5 11

支 払 手 数 料 5 4

減 損 損 失 － 51

の れ ん 償 却 額 － 27

そ の 他 1 11

経 常 利 益 3,069 5,395

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,069 5,395

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 463 769

法 人 税 等 調 整 額 369 892

法 人 税 等 合 計 832 1,661

当 期 純 利 益 2,236 3,733

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,236 3,733

－ 47 －
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貸借対照表

貸借対照表 (単位：百万円)

科　目 第77期
2023年３月31日現在

(ご参考)第76期
2022年３月31日現在 科　目 第77期

2023年３月31日現在
(ご参考)第76期
2022年３月31日現在

 （資　産　の　部） （負　債　の　部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金 　

37,090
18,067

59
5,221
5,327
2,710
1,391
2,649

148
1,514

25,977
6,432
3,538

6
908

0
649
607
65

656
228
95

132
19,316
13,207
5,610

11
248
245
△7 　

40,001
17,245

49
4,523

10,657
2,171
1,307
2,807

121
1,116

24,643
5,790
3,687

7
581

0
359
607
52

495
142
102
39

18,710
12,708
5,610

12
141
245
△7 　

流 動 負 債 5,398 5,636
買 掛 金 743 595
短 期 借 入 金 300 300
リ ー ス 債 務 37 35
未 払 金 3,155 3,406
未 払 費 用 89 94
未 払 法 人 税 等 36 241
前 受 金 355 168
預 り 金 41 39
賞 与 引 当 金 624 654
そ の 他 14 102

固 定 負 債 997 997
リ ー ス 債 務 52 58
繰 延 税 金 負 債 800 795
資 産 除 去 債 務 36 36
そ の 他 106 106

負 債 合 計 6,395 6,633
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 53,653 54,900
資 本 金 3,840 3,840
資 本 剰 余 金 5,301 5,301

資 本 準 備 金 5,301 5,301
利 益 剰 余 金 46,791 46,560

利 益 準 備 金 705 705
そ の 他 利 益 剰 余 金 46,085 45,854

別 途 積 立 金 45,409 45,409
繰 越 利 益 剰 余 金 675 445

自 己 株 式 △2,279 △802
評 価 ・ 換 算 差 額 等 3,018 3,110

その他有価証券評価差額金 3,033 3,212
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △14 △102

純 資 産 合 計 56,672 58,010
資 産 合 計 63,068 64,644 負 債 純 資 産 合 計 63,068 64,644

－ 48 －
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損益計算書

損益計算書 (単位：百万円)

科 目
第77期

2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで

（ご参考）第76期
2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで

売 上 高 22,091 25,178

売 上 原 価 10,713 10,444

売 上 総 利 益 11,377 14,734

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,377 12,460

営 業 利 益 0 2,273

営 業 外 収 益 1,855 1,446

受 取 利 息 19 7

有 価 証 券 利 息 14 17

受 取 配 当 金 1,308 821

為 替 差 益 457 461

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3 84

そ の 他 52 54

営 業 外 費 用 11 16

支 払 利 息 5 9

支 払 手 数 料 5 4

そ の 他 0 1

経 常 利 益 1,845 3,703

税 引 前 当 期 純 利 益 1,845 3,703

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5 223

法 人 税 等 調 整 額 41 983

法 人 税 等 合 計 47 1,207

当 期 純 利 益 1,798 2,496

－ 49 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三澤幸之助

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 　 徹

独立監査人の監査報告書
2023年５月10日

生化学工業株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、生化学工業株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日
までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、生
化学工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重
要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

－ 50 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で
監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

－ 51 －
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三澤幸之助

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 　 徹

独立監査人の監査報告書
2023年５月10日

生化学工業株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、生化学工業株式会社の2022年４月１日から2023年３
月31日までの第77期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引
や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第77期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴ 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け

るほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

⑵ 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、インターネ
ット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の
収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に関して業務及び財産の状
況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、
必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整
備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告書　謄本
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２．監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに

関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶ 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常勤監査役 竹 田 　 徹㊞
常勤監査役 鳥居美香子㊞
社外監査役 藤 本 美 枝㊞
社外監査役 松 尾 信 吉㊞
社外監査役 丸 山 貴 之㊞

2023年５月12日
生化学工業株式会社　監査役会

　
以　上
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地図

株主総会
会場ご案内図 会 場

　

東京都千代田区大手町一丁目７番２号
大手町サンケイプラザ　４階ホール

（東京サンケイビル）

交 通
地下鉄

丸ノ内線　半蔵門線
「大手町」駅下車（Ａ４・Ｅ１出口直結）
東西線、千代田線、都営三田線の大手町駅もご利用いただけますが、会場まで
徒歩数分程度かかります。

ＪＲ線 「東京」駅 丸の内北口より徒歩約７分
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